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　自然と人間活動に起因する諸問題は，21世紀の科学技術に課せられた最も大きな課題の一つで

ある。当センターは，この課題に積極的に取り組むことを目的として設立された。

　当センターでは，環境変動に対して最も敏感であるアジア大陸東部～環日本海域において，放射

能計測や電磁場応用，バイオセンサなどを含む先端的計測技術を用いて，今後生起する環境変動に

関する予知・予測を行う。

　また，陸と海の生物多様性や生態系の多様性などの調査研究を行うとともにバイオテクノロ

ジーによって，環境と調和した産業活動に資するグリーンテクノロジーの開発研究を行う。

　さらに，自然環境の解明を志向する基礎的研究と環境保全技術の開発や応用的研究とを統合し

た新たな研究領域の開拓を推進し，環日本海域を中心とする東アジア地域に社会的・国際的な貢

献を行う。

   　　

センター設立の趣旨

　環日本海域環境研究センター（旧自然計測応用研究センター）は，環境放射能動態を主要テーマと

する我が国唯一大学の研究施設である”理学部附属低レベル放射能実験施設”，電磁場の人体影響評

価の研究等でユニークな磁気応用研究を展開してきた”工学部附属電磁場制御実験施設”，多様性に

富む生物環境を有する能登半島に位置し，研究・教育に実績をあげてきた”理学部附属臨海実験所”，

植物学，生態学，遺伝資源保存活動 ,角間キャンパス内の「里山ゾーン」において研究・教育に成果を

あげてきた”理学部附属植物園”の４施設を廃止，転換し，自然計測及び応用に関する研究で業績のあ

る理学部および工学部教官を新たに加えて学内共同教育研究施設として設立された。

　2007年 4月に，日本海域研究所と統合し，21世紀 COEプログラム「環日本海域の環境変動と長

期・短期の環境変動予測」の展開を担う研究機関として現在の名称に改称した。2015年 4月に，環

日本海域が直面する危急の環境問題を解決し，持続可能な世界の将来環境を創成する研究機関とす

るために組織改革を行い，４つの研究領域に再編された研究領域部門と国内外の研究機関との連携

を推進する連携部門を設置した。また，環日本海域環境研究の拠点としての展開を目指し，文部科学

省共同利用・共同研究拠点に申請し，「越境汚染に伴う環境変動に関する国際共同研究拠点」が認定

された。2016 年 4 月からは，能登半島地域の実験フィールドと国際共同観測ネットワークを学内

外に広く開放し，越境汚染物質に関して大気̶海洋̶陸域間を統合した動態解析モデルの確立，およ

び，ヒトの健康・生態系への影響評価と将来予測について共同調査・共同研究を展開する。

　自然と人間活動に起因する諸問題は，21世紀の科学技術に課せられた最も大きな課題の一つであ

る。当センターは，この課題に積極的に取り組むことを目的とする。当センターでは，環境変動に対し

て最も敏感であるアジア大陸東部～環日本海域において，放射能計測や電磁場応用，バイオセンサな

どを含む先端的計測技術を用いて，今後生起する環境変動に関する予知・予測を行う。また，陸と海

の生物多様性や生態系の多様性などの調査研究を行うとともにバイオテクノロジーによって，環境

と調和した産業活動に資するグリーンテクノロジーの開発研究を行う。さらに，自然環境の解明を

志向する基礎的研究と環境保全技術の開発や応用的研究とを統合した新たな研究領域の開拓を推

進し，環日本海域を中心とする東アジア地域に社会的・国際的な貢献を行う。

センターの概要

環日本海域
環境研究センター長

長尾 誠也

文部科学省共同利用・共同研究拠点
文部科学省教育関係共同利用拠点

● 新規分析法の開発
● 国際共同モニタリング
　ネットワークの拡充
● 輸送・反応・ヒトや生態系に
　及ぼす影響評価

黄砂やPM2.5など環日本海域の
大気環境における

● 有害化学物質の動態と
　海洋生態系への影響評価
● 有害化学物質に対する生物多様性
　の応答解析手法の開発
● 海洋環境の管理手法・
　評価システムの構築

環日本海域の海洋環境における

● 陸域環境変化の地球科学的
　解析手法の開発
● 広域観測による長周期・
　短周期変動解析
● 生態系と人間社会に及ぼす
　影響評価

環日本海域の陸域環境における

● 環境領域境界での物質動態解析
● 環境動態トレーサーによる
　起源推定研究
● 広域観測とモデル解析による
　統合環境の将来予測

大気 -海洋 -陸域環境の
物質挙動を把握するため

● 環境情報の交換・収集・維持管理
● 国際研究ネットワークの構築と情報の発信
● 文理融合型学際的研究の振興

地政学的にも重要な位置にある
環日本海域における

センター構成図 連携部門

研究領域部門

環日本海域環境研究セン
ターは平成28年4月に文部
科学省共同利用・共同研究
拠点「越境汚染に伴う環境
変動に関する国際共同研究
拠点」に認定された。能登
半島の実験フィールドと国
際共同観測ネットワークを
広く開放し，越境汚染物質
の動態解明，大気-海洋-陸
域間を統合した解析モデル
の確立およびヒトの健康・
生態系への影響評価と将来
予測について共同調査・共
同研究を展開する。

臨海実験施設は平成24年7月に文部科学省教育関係共同利用
拠点「日本海域環境学教育共同利用拠点」に認定された。
独創的な研究にもとづく環境学の現場教育を，全国の国公
立大学のみならず私立大学の学生にも提供している。さら
に，海外からの講師を迎えての講義や海外の大学生の利用
もあり，国内利用にとらわれない国際的な教育も実施して
いる。

教育関係共同利用拠点

共同利用・
共同研究拠点



黄砂や PM2.5 問題など世界でもっとも

汚染が顕在化する環日本海域の大気環

境に焦点を合わせ，関連物質の新規分

析法を開発するとともに，国際共同モ

ニタリングネットワークを駆使して，

発生と輸送，反応，さらにそれがヒト

や生態系に及ぼす影響について明らか

にし，将来予測を行う。これにより，

世界共通に見られる同様な大気環境問

題の解決に有用な対策技術の開発と施

策の立案に寄与する。

日本海ならびにその周辺海域を中心に，

海洋環境における多環芳香族炭化水素

類などの有害化学物質の動態解析や海

洋生態系への影響，とくに沿岸域に生

息する生物の有害化学物質の応答性に

ついて，生物学，生化学，そして生態

学的な観点から評価する。これをふま

えて，国際連携を基盤とする海洋環境

の管理手法を構築する。

環日本海域を特徴づける多様な陸域環

境の変遷と成立，そして将来変動の予

測を目指し，地質学的ならびに地球化

学的な手法を開発し，それによる長期

的・短期的変動解析を実施するととも

に，同じく多様な陸上生態系の成立過

程を系統学的・生態学的手法で解明し，

自然変動や人間活動が生態系に与える

影響を評価する。この両者をあわせる

ことで環日本海域の持続的な発展に貢

献する。

地球表層環境の化学物質等の移行挙動

を把握するためには，陸域・大気・海

洋内の動態，および各環境システム境

界域での物質輸送プロセスの解析が重

要である。本領域では，各研究領域を

統合する環境動態トレーサーを対象に

研究し，対象物質の起源推定とともに，

物質動態の移行特性を把握し，モデル

シミュレーションと組み合わせて，総

合的な環日本海域の物質動態解析と将

来予測を実施する。

研究領域部門

大気環境
領域

研究領域部門

陸域環境
領域

研究領域部門

統合環境
領域
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環日本海域を中心に東アジア全域にお

ける環境情報の交換・収集・維持管理

を進めるとともに，国際研究ネットワー

クの構築とその維持・発展を支援し，

広く国内外へ情報を発信する。さらに，

環日本海域という地政学的に重要な地

域における文理融合型学際的研究の振

興をはかることを目的とする。

連携部門

教育関係共同利用拠点の中心施設であり，実習
用の小型船舶や宿泊棟も整備されている。独創
的な研究にもとづく環境学の現場教育として，
金沢大学の臨海実習がここで実施されるほか，
全国の国公立大学・私立大学の臨海実習も行な
われている。そのための分子レベルからフィ－
ルドレベルまでの実習設備が整っている。

角間キャンパス内にあり，管理棟，温室，実験
圃場，里山ゾーン72 haからなる。学生実習用
の植物の栽培，種子の保存・交換（世界70機
関），植物・農作物の栽培実験などを行ってい
る。里山ゾーンや実験圃場を活用した産官学共
同研究も進めている。

石川県能美市の丘陵にある当実験施設は，金沢
大学の学生の実習および研究活動が実施される
ほか，旧尾小屋鉱山に構築した極微量放射能測
定システムを利用した全国の大学・研究機関と
の共同研究も行っている。

能登半島は東アジアからのエアロゾルの特徴を
研究するのにうってつけの場所であり，質の高
い試料やデータが得られる条件がそろってい
る。このような地の利を持つ能登半島を「天然
の環境センター」にみたて，その先端の輪島と
珠洲に大気観測の拠点「能登大気観測スーパーサ
イト」を設け，国際共同観測研究を続けている。

国際交流

ロシア科学アカデミー
（ロシア分室）

延辺大学

慶煕大学校理科大学

総合地球環境学研究所

韓国地質資源研究院

韓国科学技術院工学部

釜慶大学校海洋科学
共同研究所（韓国分室 )

中国科学院大気物理
研究所（中国分室）

国立台湾大学

ネバダ大学リノ校

モンゴル科学アカデミー
地質鉱物資源研究所

モンゴル科学アカデミー
地理学研究所

西安電子科技大学

ベトナム国家農業大学

チェンマイ大学

アンコール世界遺産管理機構

チュラロンコーン大学

東アジア・東南アジア
地球科学計画調整委員会

カンボジア国立経営大学

カンボジア工科大学

プリンスオブソンクラ大学

バンドン工科大学

エジプト国立研究センター

将来をよりよく変える
さまざまな研究を支える
施設と設備。

研究を支える国際ネットワーク
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共同利用施設


